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　今、地域の課題を解決する人材の必要性は年々高まっています。

　かつて中世には、地域で困り事が生じると村人が寄り合いを開き、世話役が調整役を担いまし

た。さらに広域に及ぶ課題には惣村の代表層が動き、隣村や領主と交渉していました。そこに暮

らし、課題を共有せざるを得ない人々が当事者として自治を担っていたのです。

　しかし近代以降、地域の課題解決は徐々に共同体から役所へと移り、戦後の経済成長に伴う

行政機能の拡大でその流れは決定的になりました。人口増加と財源拡大を背景に役所の機能は

充実し、住民は意思決定に直接関わらずとも暮らせるようになりました。大規模な公共事業が

可能になった一方で、自分たちの地域を自分たちで決める文化や慣行は薄れていきました。そ

して、少子高齢化と人口減少の時代を迎えた今、従来の仕組みは立ち行かなくなりつつありま

す。

　民間企業もまた資本主義の効率化の中で似た変化を遂げました。かつて街々の商店街や個人

商店には、店と客という関係を超えた「余白」のつながりが色濃く存在しましたが、経済的効率

化の中でそうした関係は削ぎ落とされ、大規模な商業施設での企業と顧客という取引の枠内に

変化していきました。共同体の一員としての企業像は、地域社会の中で少しずつ存在感を失っ

ていきました。

　それでも人が集まり暮らす限り困りごとはなくなりません。だからこそ近年、こども食堂のよ

うに人と人のつながりを紡ぎ直す動きや、新しい居場所を生み出す営みが広がっています。そ

れは行政や資本主義的な効率化の中で失われた「余白」を取り戻す市民社会発のイノベーション

であり、私たちが再び求めざるを得ない社会的必然でもあります。

　かつて惣村の世話役や代表層が果たした役割を、現代では在野の「野性のコーディネーター」

と呼ぶべき人々が担っています。彼らは身近な居場所をつくり、広域のネットワークを支えなが

ら地域の課題解決に取り組んでいます。

　私たちは2024年4月、認定NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえと連携して寄

付講座を立ち上げました。本報告書では、その実践研究の中で取り組んだ記録を紹介します。こ

こでの知見が、日本全国で進む次世代の自治とつながりを紡ぎ直す営みの一助となることを願

っています。
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巻頭言

近藤武夫

東京大学先端科学技術研究センター 教授

専門：インクルーシブ教育・雇用

障害、疾患など多様な社会背景があり、教育・学習や雇用・労働と

いった社会参加の機会から排除されがちな人々を包摂する社会

包摂システムに関する実践と研究をしています。

Ⅰ.はじめに



早川公

東京大学先端科学技術研究センター 特任准教授

専門：応用人類学・まちづくり・地域志向教育論

主にまちづくりや地域づくりの領域で、文化人類学の方法を社会課題解決

に応用する方法論の研究・実践に取り組んでいます。
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プロジェクトメンバー

大野はな恵

東京大学先端科学技術研究センター 客員上級研究員

専門：文化政策・音楽教育・舞台芸術論

舞台芸術の教育普及・社会包摂の実践と研究に取り組んでいます。

渡邊陽太

東京大学先端科学技術研究センター 特任研究員

専門：文化人類学・日本の子どもの貧困

日本の都市をフィールドに、子どもと貧困という視点から、社会状況

や家族の在り方を研究しています。

山角直史

東京大学先端科学技術研究センター 学術専門職員 

専門：社会福祉学・こども食堂

誰も取りこぼさない地域をつくるために、地域の実践者にはどんな力

があるのか、調査しています。

山内泰

東京大学先端科学技術研究センター 特任研究員

専門：美学・共創・社会システム

多様な組織の経営を通して、課題を生み出す社会システムの転換を促

す共創プロジェクトに関わっています。
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Ⅱ. 各事業ドメイン

事業概要

　現在の日本では、貧困、子ども・若者の孤立、障害、高齢者のケアなど、社会課題が

多様化・複雑化している。一方、地域では、自治会等の組織が衰退し、個人間の関係

性が希薄化する中で、行政のリソースも限られている。こうした課題を解決するため

には、地域を面的に捉え、利害関係の異なる複数のアクターの連携と協働を促すコ

ーディネート人材の育成が急務である。

　しかし、産学官民の縦割りを超えてパートナーシップを確立し、ともに社会課題解

決のために取り組むことができる優秀なコーディネーターのコーディネート機能の

再現と社会実装は困難であり、いかなる分野でも難航しているのが現状である。

　本プロジェクトは、こうした課題解決に取り組むため、こどもの居場所の地域コー

ディネーターや分野を超えた地域での官民連携コーディネーターに求められる資質

の指標開発と研修プログラムの開発、およびその社会実装を目的としている。
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プロジェクトの事業とスケジュール（3年）

　本プロジェクトでは、大きく分けて3つの事業を進めている。

　

　1つ目は、「資質の把握と教育プログラムの開発」である。地域人材としてのコーデ

ィネーターや特徴的な地域実践を対象とし、主にインタビューや現場観察などの質的

調査を用いて地域人材の資質の把握を試みる。合わせて、既存の人材研修プログラ

ムを精査して特徴をマッピングし、研修プログラムを構想している。2年度目からは

実際に研修プログラムを企画・運営し、地域に与えるインパクトを評価する枠組みを

設計し、プログラムの効果を検証する予定である。

　2つ目は、「理論的枠組みの構築」である。これまで既存の学術領域で検討されて

こなかった地域人材のあり様（やその教育プログラム）を理解するための枠組みづく

りを目指している。研究会を企画したり、他の研究プロジェクトと連携したりしなが

ら、収集した人や地域の事例を考察し、国内外の学会等で発表しながら論文化を図

る。

　3つ目は、「ハブの仕組み構築」である。各地域での実践を通じて得られた知見を

体系的に蓄積し、共有可能なナレッジとして機能させる基盤を設計し、居場所づくり

に関心をもつ多様な関係者をつなぐハブとなる運営体（プラットフォーム）を立ち上

げる。これにより、個別の実践が孤立することなく、知見やノウハウが横断的に共有

され、新たな協働が生まれることを目指している。
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1．資質の把握と教育プログラムの開発

①調査の目的と概要

　2024年度は、全国で活動する「コーディネーター」の実態と資質を把握するために、

調査と分析を行った。本調査は、2025年度より実施するコーディネーターの研修プロ

グラムに応用する基礎的なデータを収集するものである。なお、本プロジェクトでは、

「コーディネーター」を、(A) 居場所づくりの地域コーディネーター、(B) 産官学民連携

コーディネーターの2種類に分類している。

②調査方法と対象

　本調査では、コーディネーターとして抽出した人物に対して、複数回のインタビューま

たはインタビューと行動観察を実施した。

- インタビュー

　それぞれのインタビューで共通する質問項目を設け、適宜、その場で必要と判断した

質問を行う半構造化インタビューを実施した。具体的なインタビュー内容は、資料5を参

照されたい。

- 行動観察

　コーディネーターの活動に調査者が密着する参与観察の手法を採用し、活動中の行動

や発言などをフィールドノーツに記録した。また調査対象者だけではなく、組織関係者

や重要なパートナーも含めて観察した。

　本調査の対象者の選定には、スノーボールサンプリング方式を採用し、こども食堂ネッ

トワークに関する有識者の紹介をもとにコーディネーターを調査・分析した。主な調査

対象者は、北海道、中部、九州地方で活動する3名である。その他にも、日本全国で、ワ

ンショットのインタビュー調査を実施した。

Ⅱ.各事業ドメイン

(1)「コーディネーター」の実態調査・資質の把握

A（北海道） B（中部） C（九州）

のべ日数

時間数

オンライン

組織関係者

7日間 6日間 16日間

約56時間 約30時間 約128時間

2回 2回 7回

6人 7人 5人
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③資質の把握

- 資質マップの作成

　インタビュー調査から、対象者の持つ「野性のコーディネーター」としての資質を抽

出し、「資質マップ」に整理した。資質の上位概念として「目的」「価値観」を設定し、3

つのビジョンが抽出された。次に「取組」「行動」をビジョンに基づき分類し、ツリーダ

イアグラム形式で階層的に整理した。下図はその一例である。

＊被調査者のプライバシーに配慮し、全体像のみを示している。

原体験とロールモデルか

ら形成される活動の軸

となる目的／価値観／

思想

【横軸】

おおよそ時系列に展開す

る活動範囲の広がり・拡張

をレイヤー化

【資質】

各プロジェクト単位で発

揮される資質をタグづけ

・ナレッジ／テクニカル

・パッション

【縦軸】

理念からブレークダウンさ

れる階層で整理・分類
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-  T ipsカードの作成

　対象者へのインタビュー調査及び行動観察から抽出された資質を、カード形式に落

とし込んだ。このカードは、研修プログラムとして実装する際に使う事を想定して

Tipsカードとしてストックしている。以下はその一部の例である。
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-  その他の地域へのワンショットの聞き取り

　前述の3名の他に、以下の調査協力者への単発のインタビューを実施した。単発の

インタビューは、主な調査対象者を選出するために必要であったことに加え、下記の

マップの通り、コーディネーターに関する課題の地域差を理解するために重要なも

のとなった。
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①調査目的、方法、概要

　研修プログラムの企画にあたり、コーディネート人材育成にかかわる既存コンテン

ツを収集し、運営母体へのヒアリングと実際の体験を通して、既存コンテンツの特徴

と課題を調査した。

②調査対象とコンテンツ内容の一例

コミュニティ・ツールボックス（カンザス大学）

安寧社会共創イニシアチブ(京都大学・千葉大学）

「EJ ART」⼈材育成プログラム（大阪公立大学）

コーディネーター研修（⼦ども⽂化地域コーディネーター協会）

共⽣社会をつくるアートコミュニケーション共創拠点（東京藝術大学）

インクルーシブ・リーダーズ・カレッジ（筑波大学）

コミュニティ・ビジネスガイドブック（NPO法人起業支援ネット）

⽣活⽀援コーディネーター養成講座（特定非営利活動法人全国コミュニティライ

フサポートセンター）

準認定ファンドレイザー必修研修（日本ファンドレイジング協会）

松原明・大社充 著『協⼒のテクノロジー－関係者の相利をはかるマネジメント』

学芸出版社

ボランティア・コーディネーション⼒3級検定（特定非営利活動法人日本ボランテ

ィアコーディネーター協会）

伴⾛型⽀援基礎講座（日本伴走型支援協会・日本福祉大学）

コミュニティ・オーガナイジング（コミュニティ・オーガナイジング・ジャパン）

ライフデザイン・ポートフォリオ（Safeology研究所）

＊下線はヒアリングしたもの、太字は実際に体験したもの

③既存コンテンツの特徴と課題

　上記のコンテンツは、それぞれの領域で求められるコーディネート人材を育成する

上で優れた効果を発揮する一方で、分野や領域を越えた実践を行うための体系的な

教育を行うまでには至っていなかった。

　本プロジェクトは、既存コンテンツの蓄積を踏まえた上で、上記の課題に応えるも

のである。

(2)既存コンテンツの収集と分析



　2024年度は、調査に基づき、フィージビリティ・スタディに向けたプロトタイピン

グ（試作・試行）を実施した。

            

①日本ソーシャル・イノベーション学会分科会

協働パートナー：みがくSD研（未来の学びと持続可能な開発・発展研究会）

開催日時：2024.09.16（月）

開催場所：早稲田大学西早稲田キャンパス

概要：

　日本ソーシャル・イノベーション学会の分科会セッションにて、早川と大野がワーク

ショップ「人間の「態」としてのコーディネーターを考える」を実施し、約30名の方に

参加いただいた。

　ワークショップでは、これまでの調査から抽出したコーディネーターの資質を紹介

し、カード化した資質を組み合わせて、コーディネーターにどんな資質が必要か、そ

の資質を地域で発揮するためには何が必要かをグループごとに対話した。

 ワークショップでは、社会課題に対して「動かずにはいられない」や、コーディネータ

ーを「ほっとけない／世話を焼きたくなる」といったあり様が報告された。

 こうした資質はこれまでの教育ではアプローチされてこなかったものであり、今

後、研修プログラムとしてどう企画していくかについて示唆を得ることができた。

11

Ⅱ.各事業ドメイン

(3) 調査結果に基づくワークショップの実験的実施



②サービスデザインWSによるプロトタイピング

開催日時：2025.02.05（水）

開催場所：東京大学駒場Ⅱキャンパス

概要：

　研修プログラムの実施に向けて、調査結果に基づいてコーディネーターの資質を

抽出したTipsカードを作成し、それを用いた演劇的ワークショップを試行した。また

Tipsカードを活用したワークとして、「こども食堂開催へのクレーム」等を想定した

ケースワークをサービスデザインの枠組みを援用したカードゲーム形式でプロトタイ

ピングしながら検討した。

　具体的にTipsカードを作成して使用することで、ワークを効果的に進めるための

課題やテーマ選び、タイムスケジュールの設定、グループワークのやり方、参加者が

つまづきそうなポイントなど、実際の運用に必要な要素を検証することができた。
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③みがくSD研・コーディネーター研究会

－「パッション」を立ち上げるためのワークショップ

共同開催：みがくSD研（未来の学びと持続可能な開発・発展研究会）

開催日時：2025.02.11（火）

開催場所：東京大学駒場Ⅱキャンパス

概要：

　本ワークショップでは、現在、当プロジェクトが開発している地域コーディネーター

の資質・人間性を引き出す研修プログラムの1つとして、他者と協働し、活動を前に

進める原動力となるパッション（想い）を立ち上がらせるための方法を試行した。

　ゲスト講師には、山川修氏（Safeology 研究所代表/福井県立大学名誉教授）を

招き、山川氏の研究テーマと開発したライフデザイン・ポートフォリオについてレクチ

ャーいただいた後、実際に参加者とワークシートを元にそれぞれのライフデザイン・

ポートフォリオを作成するワークショップを実施した。

13
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④パッションをかたちにするワークショップ(おためし版)

開催日時：2025.03.11（火）

開催場所：オンライン

概要：

　研修プログラムの実施に向けて、認定NPO法人全国こども食堂支援センター・む

すびえから参加者を募り、ライフデザイン・ポートフォリオのワークをオンラインで実

施した。本ワークショップを実施するにあたり、参加者にプロジェクトと研修プログ

ラムの概要、本ワークの位置付けを共有することで、より効果的に検証できるよう試

みた。また終盤では、4人1組でグループを組み、ワークを通じて感じたことをリフレ

クションしてもらった。

　実際の研修プログラムを想定することにより、オンラインでの運用形態、方法、課

題点を明確にすることができた。

14
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　その他、調査事業の一環として、以下の委員会に早川公特任准教授が参画した。

野村総合研究所

「令和6年度 子ども・子育て推進調査研究事業－こどもの居場所づくりに関する評

価及び検証についての調査研究」

　本調査研究は、地域のつながりの希薄化、少子化の進展等の社会構造や経済構造

の変化により、こども・若者が居場所を持つことが難しくなっている状況に対して、

こどもの居場所づくりの実践を検証することを目的としている。

　具体的には、こどもの居場所づくりを、「固有の居場所での活動」と「地域全体での

活動」に分け、それぞれ検証した。その際に、「固有の居場所での活動」では、居場所

づくりの活動を測るための指標として、「自己点検ツール」を作成した。また「地域全

体での活動」では、自治体等が居場所づくりの施策を計画・評価する際の指標とし

て、「中間目標・成果指標」を作成した。これらに基づき、世田谷区、杉並区、社会福

祉法人堺市社会福祉協議会、徳島県を対象に、ヒアリング調査を実施した。

　当プロジェクトからは早川公特任准教授が委員の1人として関わり、調査プロジェ

クトに関する助言や提案を行った。今後は、作成された指標を「使える」ものにして

いくために広報や研究会にも関わる予定である。

15
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(4) その他の調査事業－「ごきげんな地域」の理解

https://www.nri.com/jp/knowledge/report/files/000045282.pdf
https://www.nri.com/jp/knowledge/report/files/000045282.pdf
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２．理論的枠組みの構築

　2024年度調査では、コーディネーターを(A)、(B)という2種類に分類したが、その

後の調査と分析から、3種類目の(C)社会運動家／政策コーディネーターも存在する可

能性が示唆された。したがって、2025年度の調査では、(C)タイプのコーディネーター

に関する調査・分析を実施し、仮説を検証していく。

　また調査からは、コーディネーターは、以下の0から3のフェーズに沿って、影響を与

える範囲を拡大している可能性が導かれた。

Ⅱ.各事業ドメイン

(1) コーディネーターの分類

　各地でのコーディネーター調査で得られた成果をもとに、コーディネーターとはいかな

る存在なのかを理論的に検討した。
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　主要な調査を行った3名のコーディネーターへのインタビューと行動観察からは、

以下のような共通点が見られた。

①完全無⽋のリーダーではない

　3名のコーディネーターは、いずれも「完璧な」リーダーというよりは、できないこ

とを周囲に頼りながら事業を進めていく、関係性の中でリーダーシップを発揮して

いた。3名の傍には「風神と雷神」のようなパートナーがおり、コーディネーターがリ

ーダーシップを発揮するためのサポートをしていた。関係的でコレクティブな「リー

ダーシップ」は、今後のトレーニングを考えるうえでも重要である。

②活動のルーツとなる原体験をもつ

　3名のコーディネーターからは、活動のルーツとなる原体験が語られた。それは社

会活動家の家族や、3歳のときから一人でバスに乗っていた自身を支えてくれた地

域の人たちの存在、自身を揺るがすような子どもの貧困に関する事件であった。ま

たそれらの原体験を一つのストーリーとして語り、周囲の人々を動かしていくことも

共通して見られた。ここからの示唆として、前未来形（未来に向けて過去を語り直

す）的なトレーニングが効果的な可能性が示された。

③「ロールモデル」の存在

　3名には、活動の方針を見定める際の「北極星」になるようなロールモデルがいる

ことも共通している。例えば、講演会で出会った社会活動家、母親会の運営者、事業

の学校で出会った師匠などである。

④活動の理念や⼤切にしていることを⾔葉に託せる

　3名のコーディーネーターたちは、「こどもをまんなか」、「⽣活当事者」、「本⼈中⼼

性」といった活動の理念や大切にしていることを言語化し、自らの経験を情感ととも

に相手に伝えることができるという特徴がある。そのため、言語運用に関する省察

的なトレーニングを研修に組み込む意義は大きい。

⑤中動態的な振る舞い

　3名の言葉には、「社会を変える」、「課題を解決する」というよりも、「自然と助け

が集まる」、「解決される」といった中動態的な表現が多く見られる。それは関係性の

中で発揮されるリーダーシップをはじめ、3名のコーディネーターに共通する中動態

的な振る舞いから生じている。

＊中動態とは、哲学者國分功一郎の『中動態の世界』で広く知られるようになった概念。「能動（する）／受動（さ

れる）」という枠組みではなく、自分たちを場として出来事が生成され、そこに自身が巻き込まれるあり方に注目

する。

(2) ごきげんな地域づくりコーディネーターの特徴と示唆
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３．ハブの仕組み構築

　本プロジェクトが所属する東京大学先端科学技術研究センター社会包摂システム分野

（近藤武夫研究室）では、障害、疾患、引きこもり、高齢など、地域社会での教育・雇用等

の機会から排除されやすい人々の社会的包摂にかかわるアクションリサーチを行ってき

た。

　本プロジェクトは、社会包摂システム分野の先行プロジェクト【参考】と社会課題に関

する背景を共有し、これまでの成果と知見を基盤として、社会実装に向けた検討を進め

ている。

　具体的には、社会包摂システム分野で既に研修プログラムを展開している「PHED」

の取組を参照した。「障害学生支援スタンダード集」に基づく学内体制整備やコーディネ

ーター育成の経験からは、研修プログラムの理念的基盤となる＜原則＞の構築を参照

し、また、集中的な人材育成を実現するグループスーパービジョンの実践からは、研修

およびコホート形成の仕組みを参照した。

　先行プロジェクトと本プロジェクトはいずれも、社会的排除にかかわる地域課題の解

決を目指すという点で問題意識を共有している。特に、先行プロジェクトの社会実装段

階においては、分野横断的に地域課題に取り組むことのできるコーディネーターの存在

が重要であることが示されていた。本プロジェクトは、こうした課題に応答し、先行プロ

ジェクトの成果を発展させるものであり、社会包摂システム分野内での相互作用と知見

の深化が期待される。

【参考】社会包摂システム分野の先行プロジェクト

■DO-IT Japan

　産学連携により、テクノロジー活用により大学進学や雇用・キャリア移行を長期的に支

援することで、障害のある子どもたち（小学校3年生〜中学生）、若者たち（高校生・大

学生）の中からリーダー人材を育成するプロジェクト。

■AccessReading

　障害等があり文字を読むことが難しい児童生徒のためのオンライン図書館のプロジェ

クト。障害や疾患により通常の教科書を扱うことが難しい小中高校生向けに、アクセシ

ブルなデジタル図書に変換した教科書（音声教材）および図書（読書感想文の課題図書）

等を配信し、学校等での利活用を支援。

Ⅱ.各事業ドメイン

社会包摂システム分野の既存取り組みの調査
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■IDEA

　通常の障害者雇用から排除されやすい特性のある人々を雇用に接続する地域の仕組

みを作るプロジェクト。週15分や1時間からでも一般企業で役割を持って働き、地域が

それを支える「超短時間雇用モデル」を開発・社会実装。

■AEMC

　点字教科書、拡大教科書、音声教材など、アクセシブルな教科書を制作する全国の団

体と、教科書出版社の間に立ったサポートのため、製作の基礎となるデジタルデータを

配信するインフラ構築を行い、両者をサポートする中間支援を実施。

■PHED

　高等教育段階での障害のある学生の支援について、全国の大学や企業と連携し支援

スタンダードを構築・公開したり、専門研修等を開発したり、キャリア移行やインターン

シップについて全国各地で産学官連携による拠点づくりを支える取り組み（タウンミー

ティング）等を行うプラットフォーム構築プロジェクト。

■IDIS

　「アジア環太平洋・障害と雇用・キャリアのインクルージョンに関する国際シンポジウム

（International Disability Inclusion Symposium, 略称IDIS）」を開催。

障害のある大学生の修学を支援し、将来のキャリアへの移行を支える取り組みについ

て、知識や経験を広く共有。

■CORBIE

　読書や知識へのアクセスに関わるインクルージョンをテーマとしたプロジェクト。「学校

図書館等における読書バリアフリーコンソーシアム」を運営し、多様な障害のある子ども

たちの「読書」を支える全国のグッドプラクティスの収集、アクセシブルな書籍・資料の

共有に関する著作権法の知識の周知等を実施。

Ⅱ.各事業ドメイン
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Ⅲ.今後の展望

Ⅲ. 今後の展望

　2024年度の調査研究は、前述したコーディネーターのフェーズで言えば、0から

1の段階について分析することができた。2025年度では、1から2、2から3のフェ

ーズにおけるコーディネーターの資質や在り方について調査を進める予定である。

　また、2024年度は主に西日本で活動するコーディネーターを中心に調査を行っ

たため、2025年度は、東日本にも調査を広げていく方針である。

　以上の調査結果をもとに、2025年11月より、実際にコーディネーターを養成す

る研修プログラムを実施し、研究成果の還元と社会実装を試みる。

（2025年度、前期の調査実施状況＋後期の予定）

1. 「野性のコーディネーター」調査の継続と
　　調査数の拡大

　フェーズ2以降で重要となる資質として、2024年度の調査と分析からは、地域間

ネットワークの形成、団体やネットワークの財源コーディネートが必要であることが

示唆された。

　2025年度は、フェーズ2以降に着手しているコーディネーターとして、関東地

方、東北地方、四国地方をフィールドに複数名を選び、調査を行う予定である。

　より具体的には、こども食堂のネットワーク団体の事務局担当者、広域で子どもの

貧困等支援を提供するNPO法人の代表、個人を起点に組織内外でネットワークを

形成して日々の活動に還元する実践者を対象に、インタビュー調査を実施する。

調査項目

行政、福祉機関、学校、地域コミュニティとのネットワーク形成

ネットワーク団体立ち上げのプロセス

一つの団体の事業拡大におけるネットワークの構築

個人を起点とした組織内外でのネットワーク形成と還元

上記の達成に寄与しているコーディネーターの資質

 そのほか、新たな地域に調査を拡大するとともに、フェーズ2および3に関わるコ

ーディネーターの調査と理論化を進めていく方針である。
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2. 研修プログラムの実施

(1)フィージビリティ・スタディの実施

　川崎市教育委員会と連携し、地域教育会議・地域教育コーディネーターを対象とし

たワークショップを開催予定。特定の養成過程を経たわけではない、「野性のコーデ

ィネーター」である活動者に対してフィージビリティ・スタディを実施することで、研

修プログラムに対するフィードバックが得られることを期待する。

日程：2025年6月17日、7月8日、8月1日18:30〜20:30

場所：高津市民館　視聴覚室

プログラム：①「種火」をみつける　②「哲学」をつくる　③「ふるまい」を演じる

　社会包摂システム分野のプロジェクトに関わる地域コーディネーターを対象に、1

泊2日のワークショップを開催予定。11月の研修プログラムのプロトタイプを実施

し、全体と細部へのフィードバックを受ける。

日程：7月下旬

場所：東京大学駒場Ⅱキャンパス（予定）

プログラム：フェーズ0とフェーズ1に関する対面型の集中的ワークショップ

(2)研修プログラム実施準備

　調査で得られた成果をもとに、コーディネーターを養成する研修プログラムを構築

する。全国各地で地域の居場所づくりに関わる活動をしている／したい人を対象

に、地域や分野を超えて活動できるコーディネーターを養成することを目的とする。

今後、研修を受けた参加者が各地でさらなるコーディネーターを育てることができ

るような持続的な仕組みとなることも期待される。

内容：ライフデザイン・ポートフォリオ、ストーリーテリング、演劇インプロビゼーショ

ン等のワークを通して、コーディネーターに必要な資質を身につけるとともに、構造

的不平等や他者と関わるフェアネスなあり方を学ぶ。

オンラインセッションと対面スクーリング（予定）

日時：11月頃

場所：東京大学駒場Ⅱキャンパス

Ⅲ.今後の展望
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Ⅳ. 補論　Appendix

1. ごきげんな地域づくり人材育成研究の紹介ポスター

2. 【学会発表】（ポスター発表）

大野はな恵・早川公・近藤武夫「地域社会におけるこども食堂の発展ー実践者の役割と
コミュニケーションの視点からー」第20回日本子ども学会学術集会、2024年9月。

3. 【学会発表】（ポスター発表）

Hanae Ono, Ko Hayakawa, Takeo Kondo. From grassroots to
policy: Kodomo Shokudo(Children's Cafeterias) in Japan as an
inclusive place for everyone. 5th Global Conference of Children
and Youth, 2025年3月.

4. 【論文】

早川公・大野はな恵・近藤武夫「ごきげんな地域づくりに向けた人間の「態」についての
試論—地域社会における「コーディネーター」をめぐる展開と今後の展望—」武蔵野大
学サステナビリティ研究所紀要、2巻、pp.107-118、2025年。

5. インタビュー調査の質問リスト
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1. ごきげんな地域づくり人材育成研究の紹介ポスター

Ⅳ.補論 Append ix
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2. 【学会発表】第20回日本子ども学会学術集会

Ⅳ.補論 Append ix
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2024年9月21〜22日、青森県八戸市 認定こども園八戸文化幼稚園

「地域社会における子ども食堂の発展―実践者の役割とコミュニケーションの視点

から―」

発表者：大野はな恵、早川公、近藤武夫

成果：

　子ども学会における質疑応答や参加者との対話を通じて、以下のような知見が得

られた。

　まず、本研究に対して「極めて優れた個人の事例であるが、他地域への展開可能性

や、汎用的な研修プログラムとしての転用が可能か」といった問いが複数寄せられ

た。参加者との対話を通じて、特定の実践者が有する資質をいかに抽出・構造化し、

一般化可能な形で育成プログラムへと展開しうるかが、今後の研究における重要な

検討課題であることが改めて確認された。

　また、「他の実践者との比較において、当事例はどのような特徴や差異が見られる

のか」といった視点からの質問もあった。現在の段階ではA氏の事例に基づいた分

析に留まっていることから、今後は複数の実践者を対象とした調査を蓄積し、地域・

制度・個人背景の多様性を踏まえた資質形成プロセスの類型化や、共通する資質の

抽出を進める必要性が示唆された。

4.補論 Append ix
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3. 【学会発表】5th Global Conference of Children and
Youth

Ⅳ . 補 論  A p p e n d i x
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2025年3月27〜29日、イギリス・オックスフォード大学（ウースターカレッジ）

“From Grassroots  to  Pol icy :  Kodomo Shokudo (Chi ldren's

Cafeter ia)  in  Japan as  an Inclus ive Place for  Everyone”

（「草の根から政策へ－すべての人々にとってインクルーシブな場所としてのこども

食堂」）

発表者：早川公、大野はな恵、近藤武夫

日本語要約：

　この研究は、日本における「こども食堂」の発展と拡大について考察し、子どもや若

者の福祉を支援する世界的な取り組みと関連づけながら「こども食堂」の役割につ

いて分析したものである。こども食堂は、こどもたちに無料または低料金の食事を

提供している草の根的で地域に根ざした取り組みである。こども食堂は子どもの貧

困対策が前景化するものの、食事提供の枠を超え、社会的包摂を育み、「居場所」を

提供し、世代間のつながりを育む、重要なコミュニティの拠点へと発展している。

　本研究では、各国の子ども・若者支援プログラムの比較分析を通じてこども食堂モ

デルの共通点とユニークな側面を明らかにした。加えて、半構造化インタビューや参

与観察の定性的調査をもとに、実践者や支援メンバーの分析を試みた。

　こども食堂は、子どもの食の不安に対処し、放課後活動を提供する各国プログラム

と共通の目標を共有する一方で、地域主導の取り組み、多世代間の交流、そして「居

場所」というコンセプトに重点を置いている点で、これらのプログラムとは一線を画

している。また定性的調査からは、ソーシャルイノベーターとしてのこども食堂オー

ガナイザーの主な特徴として、利他的リーダーシップと「応答」という概念を用いて

説明した。
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4. 【論文】武蔵野大学サステナビリティ研究所紀要

2025年3月『武蔵野大学サステナビリティ研究所紀要』2号、107–118ページ

「ごきげんな地域づくりに向けた人間の「態」についての試論－地域社会における

「コーディネーター」をめぐる展開と今後の展望－」

著者：早川公、大野はな恵、近藤武夫

論文概要：

　本稿は、地域社会における「コーディネーター」の役割と位置づけを整理し、「ごき

げん」な地域づくりに向けた人材研究の可能性について検討したものである。

　コーディネーターは、異なる組織や領域の間に立ち、別々の関心や目的を持つアク

ターが協働を可能にする役割が期待されている。「コーディネーター」が求められる

ようになった社会背景を整理すると、行政の限界（NPM）、社会における「協働」の

重要性、市民活動の隆盛とNPO法の成立が挙げられる。とくに1990年代には、福

祉、教育、地域といった分野で「コーディネーター」の必要性が高まった。ただし福祉

や教育分野では制度化が進む一方、まちづくり領域では「協働コーディネーター」の

ようなプログラムが議論されるものの制度化には至っていない。

　本稿では、「コーディネーター」を職能としてだけでなく、特定の現場における人間

の「態」として捉えることを提唱している。今後の展望として、リーダーシップ研究と

の接合、演劇的要素からの研究、質的実証研究の3点を挙げ、近代社会が前提として

きた「個人」を問い直すための人間の「態」としてのコーディネーター研究を目指して

いる。
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5. インタビュー調査の質問リスト

＜活動（事業）の内容と範囲＞
　1.  実践している活動（事業）について、具体的に教えてください。

　2.  どのくらいの範囲のコミュニティ（地域）を対象としていますか？

＜活動の背景と動機について＞
　3.  現在取り組んでいる活動（事業）を始めたきっかけについて教えてください。

　4.  活動を始めた・継続している原動力は何ですか？

　5.  活動を始めた・継続していく中で影響を受けた人物はいますか？

＜子どもの頃の経験について＞
　6.  学校や地域で、率先して何かを企画したり、人をまとめたりした経験はありますか？ 

　7.  子どもの頃から現在の活動につながるような興味や関心を持っていたことは

　　　ありますか？

＜連携・協力について＞
　8.  連携している組織・団体（産官学民）、その内容について。

　　　どのような動機・背景で連携・協力関係を築き、その結果どのような成果が得られ

　　　ましたか？

　9.  信頼を築くために、特に重視していることは何ですか？

　10.  連携がうまくいかなかった事例について教えてください。

＜これまでの困難や苦労について＞
　11.  これまでの活動の中で、大変だったこと、苦労したことは何ですか？ どのように

　　　　乗り越えたのですか？

＜組織運営について＞
　12.  チームメンバーの役割分担や意思決定の方法について教えてください。

　13.  他のメンバーの意見をどのように取り入れていますか？ 

　14.  他の組織、メンバーなどの間で意見の違いがあった場合、どのように対処して

　　　　いますか？心がけていることを教えてください。

＜コミュニティへの影響と未来の展望＞
　15.  あなたの活動（事業）が地域社会に与えた具体的な影響や成功事例を教えてくだ

　　　　さい。 

　16.  将来的に、どのようなコミュニティを目指していますか？ その目標を達成する

　　　　ためにどのようなステップを踏んでいますか？

＜コーディネーターに必要な要素＞
　17.  優れたコーディネーターに必要な要素や資質は何だと考えますか？

＜活動のやりがい＞
　18.  コーディネーターとして活動を続ける上での一番のやりがいや喜びは何ですか？
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